様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年　3月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃほっこくふぃなんしゃるほーるでぃんぐす
一般事業主の氏名又は名称　株式会社北國フィナンシャルホールディングス
（ふりがな）つえむら　しゅうじ
（法人の場合）代表者の氏名  杖村　修司  印　
住所　〒920-8670
石川県金沢市広岡２丁目１２番６号
法人番号　5220001024450　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023

	公表日
	2023年　 7月　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載（PDFファイルP.18、19、22～27）https://www.hfhd.co.jp/_wp/wp-content/uploads/2024/02/report2023_A3.pdf

	記載内容抜粋
	統合報告書の「価値創造プロセス」（P.18、19）において経営ビジョンを公表しており、「自社の強み・お客さま本位の発想に基づいた7本の柱」（ビジネスモデル）の一つとして「DXとシステムモダナイゼーション」を掲げています。その他の柱とともにステークホルダーに「生まれる価値」（アウトカム）を提供していきます。
・地域社会：継続的に新たなイノベーションの創出に努め、地域のクオリティ向上に貢献
・お客さま：商品・サービスのご提供や当社の知見を活かしたご提案を通じ、企業の成長と個人のお客さまの豊かな生活を実現
・株主・投資家の皆さま：地域社会発展に向けたグループ各社の取組みを通じ、企業価値を向上
・社員：キャリア型人事制度を土台に、社員の多様な働き方をサポートし、やりがいを持って業務に向き合える職場環境を整備

また、統合報告書の「中長期経営戦略」（P.22～27）において、企業価値向上に向けたビジネスモデルの方向性を公表しています。
企業価値向上に向けた施策
1. 資本効率の改善
· 株主還元の基本方針を総還元性向50％以上に引き上げ
· 自社株買いの継続（2024年3月期 90億円）
· 自己資本比率は10％前後を保持し、期間損益・余剰資本、新事業投資と株主還元へ
2. 重点ビジネス領域の拡大（3本柱→新7本柱へ）
· 重点取組み３事業（「カード」・「融資・リース」・「コンサルティング」）に「デジタル地域通貨」・「投資助言」・「投資ファンド」・「市場運用」等を重点ビジネスに加え、5年後収益を498億円に。
（＋約110億円、2023年3月期比）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年4月28日取締役会：中長期経営戦略のアップデートについて決議



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023

	公表日
	2023年　 7月　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載（PDFファイルP.70～77）https://www.hfhd.co.jp/_wp/wp-content/uploads/2024/02/report2023_A3.pdf

	記載内容抜粋
	統合報告書の「DXとシステムモダナイゼーション」（P.70～77）において、ビジネスモデルを実現するための戦略を公表しています。
＜次期バンキングシステム開発＞
· 現在の勘定系システムはパブリッククラウドで稼働しているものの、ソフトウェアはオンプレ時代のアーキテクチャを踏襲している。そのため、クラウドの利点を最大限に活用できているとは言えません。
· 開発の生産性を高め、お客さまに価値のあるサービスをより早く届けるために、「次世代コアバンキングシステム」の開発に着手しています。
· モダンな言語やマイクロサービス、マルチクラウドを採用し、最新テクノロジーで成長し続ける勘定系システムを実現していきます。
＜内製化戦略の進捗による質の向上とコスト削減＞
· 不確実性が高い現代においては、プロダクトを小さく生み出し、常に品質を改善、成長させていくことが求められます。
· ビジネス部門とワンチームの開発を行うためには、エンジニアも会社の理念や顧客ニーズを理解する必要があります。
· そのため、システムの外注ではなく内製開発を選択し、自社に足りないものがあれば外部のITパートナーと協業する体制としています。
· 同時に、エンジニアを自社社員とすることで、システム開発のコスト削減も実現しています。
＜データ利活用への取組み＞
· 従来は勘定系システムや各サブシステムにデータが分散していたため効率的なデータ活用ができていませんでした。
· システムの内製開発にあわせて、データをクラウド上で一元管理することとし、AIやデジタルツールと組み合わせることで、顧客に最適な商品やサービスを提案します。
· データを扱うエンジニアの育成にも注力しており、ビジネス部門の社員がリスキリングに取り組んでいます。統計的分析手法やプログラミング言語を学ぶことで、集約したデータを適切に分析できる体制を整えています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年4月28日取締役会：中長期経営戦略のアップデートについて決議



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書P.70～77、82、83

	記載内容抜粋
	統合報告書の「DXとシステムモダナイゼーション」（P.70～77）及び「人的資本経営の取組み：採用」（P.82、83）において、体制・組織及び人材の育成・確保に関する事項を公表しています。

＜体制・組織＞
· 社内外のコラボレーションを前提としたプロジェクト形式を戦略を推進するための体制としており、組織風土や社員のマインドセットを含めた全体像を「当社が考えるデジタルトランスフォーメーション」（P.71）に示しています。

＜人材の育成・確保＞
デジタル人材の積極採用（P.72）
· システム開発コストの削減は戦略の重要事項であり、単価の高いITパートナーを教育するよりも、会社の方向性を理解して長く頑張ってもらえるプロパーエンジニアを採用する方が効果は高いと考えます。
· そのため、2019年11月にグループ内にIT会社「デジタルバリュー」を設立し、従来の銀行では対応が難しかった「フルリモート開発」や「年俸制」、「裁量労働制」等のワークスタイルを整備しました。働きやすさをアピールすることで、日本全国からエンジニアを採用し、ロケーションフリーでアジャイルによるチーム開発を実践しています。
· デジタル人材は採用の需給が逼迫傾向にありますが、制度や働き方の整備を進めた結果、2023年6月までの約3年半で57名の社員を採用するに至りました。今後もエンジニアのプロパー化を進めながら、北國FHDグループ全体のDXをリードしていきます。

キャリア型人事制度の導入（P.83）
· 雇用の流動化が進む中、退職金制度の変革や、対話を通じた賃金決定（年功色の排除）を通じて、多様なバックグラウンドを持つ人材が勤続年数による不利益を受けず活躍できる環境が整っています。
· 職種としては、システム人材やコンサルティング人材、デザイン人材からの応募が多く、多様な人材が地域のクオリティ向上のために仲間に加わっています。全採用者に占めるキャリア採用者の割合は50％以上とすることを意識して採用しています。

専門業務型裁量労働制の導入（P.83）
· 2022年3月のキャリア型人事制度において、グループ全社で統一の就業規則と報酬体系を導入しています。
· 一方、高度なスキルを持つ専門人材を採用するため、デジタルバリューを含む一部のグループ会社では、専門業務型裁量労働制を採用し、働き方や報酬体系など、採用したい人材のニーズに合わせた柔軟な雇用ができる体制を整えています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書P.73～75

	記載内容抜粋
	· モダンなテクノロジーとアーキテクチャ、アジャイル開発の手法を採用し、レガシーシステムとビジネスの刷新を目指すことを公表しています。また、クラウドファーストを掲げ、積極的にパブリッククラウドを活用しており、インフラの調達と構築のスピードアップや、セキュリティや可用性など品質面の向上を図っています。（P.73）
· ChatGPTに代表される生成AIをシステム開発にも活用し、プログラムコードの自動生成やバグ修正など、開発の生産性と品質の向上に取り組んでいます。（P.74）
· 各種システムに分散していたデータをクラウド上で一元管理する環境を構築し、データ利活用の基盤を整備しています。（P.75）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023

	公表日
	2023年　 7月　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載（PDFファイルP.74）https://www.hfhd.co.jp/_wp/wp-content/uploads/2024/02/report2023_A3.pdf

	記載内容抜粋
	統合報告書において、主な戦略システムのサービス開始時期を公表しています。（P.74）
· デジタル地域通貨：2023年度中予定
· API&BaaS基盤：2024年3月予定
· 北國デジタルバンキング：2024年4月予定
· 次世代コアバンキングシステム：2026年1月予定



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年　 7月　31日（統合報告書）
2024年　 2月　15日（日経CNBC・日本経済新聞）

	発信方法
	統合報告書2023「トップメッセージ」（PDFファイルP.10～15）
https://www.hfhd.co.jp/_wp/wp-content/uploads/2024/02/report2023_A3.pdf
日経CNBC「トップに聞く」に出演（放送内容の一部が日本経済新聞に掲載：日本経済新聞2024年2月15日「北国FHD杖村社長『非銀行業は踊り場、新戦略に力』」

	発信内容
	統合報告書の「トップメッセージ」（P.10～15）において、戦略の推進状況等に関する情報を経営者自ら発信しています。
· 戦略を3本の柱から新7本柱に進化させ、新しいビジネスモデルにチャレンジしていくことが必要です。企業価値の向上に向けて戦略の推進を加速しています。
· ⑥DXとシステムモダナイゼーションに関して、他社に先駆けて、デジタルトランスフォーメーションを実行することで、全社改革は着実に進めることができました。大規模なシステムへの投資はほぼ一巡しています。システムコストを削減しながら、パブリッククラウドを徹底的に利用していくという戦略の解像度は明瞭です。今後は、さらに新しいテクノロジーやアーキテクチャーを取り入れながらシステムのモダナイゼーション（近代化）の速度を上げていきます。

日経CNBC「トップに聞く」に出演し、勘定系システムのマルチクラウド化やデジタル地域通貨（ステーブルコイン）に関する情報発信を行っています。
· パブリッククラウドの性能は10年前と比べてよくなっておりシステムダウンなどの心配はない。ITガバナンスの観点から、万が一に備えてバックアップが必要。
· デジタル化も積極的に進める。勘定系システムをマルチクラウド化するほか、3月からは法定通貨と連動したステーブルコインを石川県全域で発行する。
· 傘下の北国銀行では勘定系システムに米グーグルのクラウドを新たに導入する。同行の勘定系は米マイクロソフトのクラウド上にあるが、両クラウドを同期することで仮に大規模障害が起きた場合も30分程度で復旧できるという。
· ステーブルコインは加盟店手数料が低い分、各店が顧客向けにサービスやポイントを充実させれば普及する。石川県だけでなく全国に広がれば一番よい。
· ステーブルコインで店舗側の決済手数料は国際的な最低水準の0.5%に抑え、まずは導入店舗の拡大を優先する。個人が特定されない範囲で使用方法を分析することで地域活性化策にもつなげ、将来的には「メタバースなどとの親和性が非常に高い」として新サービスも視野に入れる。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年　10月頃　～　継続実施中

	実施内容
	DX推進指標の自己診断結果を結果入力サイトへ登録済み



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年　10月頃　～　継続実施中

	実施内容
	統合報告書において「セキュリティ戦略ストーリー」（P.76）を公表し、サイバーセキュリティ強化の取組みを進めている。
【管理体制】
子銀行システム部にサイバーセキュリティ専担要員を5名配置し、北國FHDグループのサイバーセキュリティを統括している。
【リスク特定・対策】
毎年のシステムリスク評価にサイバーセキュリティ目線での調査を含めている。
また、子銀行およびカード子会社である北国クレジットサービスでは毎年PCIDSS認証を更新するなどPDCAサイクルも実施している。
その他、IT子会社のデジタルバリューではプライバシーマークやISO/IEC27001認証を取得するなど、グループ全体としてセキュリティ向上に努めている。
【インシデントへの体制整備】
グループCSIRTを構築している。CSIRTはシステム・リスク管理・広報・その他業務部門を含めており、コンティンジェンシープランも整備されている。CSIRTが主催するセキュリティ訓練・演習には、テーマによってはグループ子会社のセキュリティ責任者も参加して実施している。
【サプライチェーン】
外部委託先に対して毎年モニタリングを行っており、その中でセキュリティに対する取り組み状況を確認している。
【外部機関連携】
子銀行では2015年9月より金融ISACへ加盟しており、セキュリティ情報の共有に努めている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

